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１．定員管理の現状分析及び課題

超　過　理　由 定員適正化計画における課題

２．これまでの取り組み

３．　定員適正化計画の基本的考え方について

定員適正化目標（数・率）

主な定員適正化計画の手法の概要

大　部　門

　一般行政部門 平成17年８月１日に合併した
ことにより類似団体と比較した
場合、総合支所方式等の理由に
より一般行政部門において約５
０人多くなっている。

　退職者の補充を抑制し、総数の減少
に努めてきたが限界があるため、総合
支所方式の見直し等抜本的な組織改革
を行い、組織・機構のスリム化に努め
る。

合併後において、１期目の計画では、１９１人から１３人（ 6.8％）の純減目標に対し
て２７人（14.1％）の純減、2期目の計画では、１６４人から９人（5.5％）の純減目標に
対して６人（3.7％）の純減となっている。２期目は、計画を下回った結果となったが、１
期から合わせると２２人（11.5％）の純減目標に対し、３３人（17.3％）の純減となり、
依然計画を大きく上回る数値である。３期目は１５８人から１７名（10.8％）の純減目標
に対して同数の純減となっている。

合併前には３町村ともに平成１３年から平成１７年までの５年間、合併後は平成１７年
度の合併から平成２１年度の１期及び平成２２年度から平成２６年度の２期並びに平成２
７年度から令和元年度の３期の定員適正化計画を策定し、目標達成に向けて総合支所の課
の再編等を行う等必要な措置を講じている。

業務量調査及び機構改革により、組織・機構のスリム化を図り、人員配置の数を削減
し、総数の減に繋げていく。
また保健師、医療職など資格を有する職員以外の退職者の補充については、事務量、事

務内容、及び職員の年齢構成等を考慮しながら、必要最低限の採用とする。

　（２）

　（１）

退職補充者の抑制に努めているが、事務量を考慮すると限界があるので、総合支所方式
等の見直しを実施し、組織・機構のスリム化に重点を置き、機構改革を早期に実施し、総
数の削減に取り組んでいく。また事務内容、事務量を考慮しつつ今後も退職補充者の抑制
を行っていく。

【減員目標：令和２年４月１日職員数１４１人→令和７年４月１日１３４人】
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４．定員適正化計画の年次別推進手順の概要

①　一般行政部門

区　　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R2～R6計

職員数（4月1日） 103 101 98 99 95 95

減　　員 5 4 0 5 0 14

増　　員 3 1 1 1 0 6

差　　引 △ 2 △ 3 1 △ 4 0 △ 8

②　特別行政部門　（教育）

区　　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R2～R6計

職員数（4月1日） 13 13 13 13 13 13

減　　員 0 0 0 0 1 1

増　　員 0 0 0 0 1 1

差　　引 0 0 0 0 0 0

③　公営企業会計部門　

区　　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R2～R6計

職員数（4月1日） 25 26 26 26 26 26

減　　員 0 0 0 0 0 0

増　　員 1 0 0 0 0 1

差　　引 1 0 0 0 0 1

④　合　　　計

区　　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R2～R6計

職員数（4月1日） 141 140 137 138 134 134

減　　員 5 4 0 5 1 15

増　　員 4 1 1 1 1 8

差　　引 △ 1 △ 3 1 △ 4 0 △ 7

※　減員及び増員は、それぞれの部門内における大部門の増員及び減員の総数。
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５．定員適正化計画の年次別推進手順の内訳

　①　一般行政部門

大部門 区分 事　　由 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R2～R6計

2 2 2 2 2 2

減員 退職者 0

増員 配置転換 0

0 0 0 0 0 0

35 35 34 34 33 33

減員 退職者 1 2 1 4

増員 退職者補充 1 1 2

0 △ 1 0 △ 1 0 △ 2

13 13 13 13 13 13

減員 退職者 0

増員 退職者補充 0

0 0 0 0 0 0

15 14 14 14 14 14

減員 退職者 1 1 2

増員 退職者補充 1 1

△ 1 0 0 0 0 △ 1

13 13 13 13 13 13

減員 退職者・配置転換 2 2

増員 退職者補充 2 2

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

減員 0

増員 0

0 0 0 0 0 0

13 13 12 12 11 11

減員 1 1 2

増員 0

0 △ 1 0 △ 1 0 △ 2

0 0 0 0 0 0

減員 0

増員 0

0 0 0 0 0 0

12 11 10 11 9 9

減員 退職者 1 1 2 4

増員 退職者補充 1 1

△ 1 △ 1 1 △ 2 0 △ 3

103 101 98 99 95 95

減員 5 4 0 5 0 14

増員 3 1 1 1 0 6

△ 2 △ 3 1 △ 4 0 △ 8
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②　特別行政部門　（教育）

大部門 区分 事　　由 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R2～R6計

13 13 13 13 13 13

減員 退職者 1 1

増員 退職者補充 1 1

0 0 0 0 0 0

13 13 13 13 13 13

減員 0 0 0 0 1 1

増員 0 0 0 0 1 1

0 0 0 0 0 0

③　公営企業会計部門　（国民健康保険・介護保険）

大部門 区分 事　　由 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R2～R6計

11 11 11 11 11 11

減員 退職者 0

増員 退職者補充 0

0 0 0 0 0 0

2 2 2 2 2 2

減員 0

増員 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

減員 0

増員 0

0 0 0 0 0 0

12 13 13 13 13 13

減員 退職者 0

増員 配置転換 1 1

1 0 0 0 0 1

25 26 26 26 26 26

減員 0 0 0 0 0 0

増員 1 0 0 0 0 1

1 0 0 0 0 1
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【参考】本計画の採用者・退職者変動見込み

R2 R3 R4 R5 R6 R7

103 101 98 99 95 95

5 4 0 5 0 14

3 1 1 1 0 6

△ 2 △ 3 1 △ 4 0 △ 8 △ 7.8 ％

13 13 13 13 13 13

0 0 0 0 1 1

0 0 0 0 1 1

0 0 0 0 0 0 0.0 ％

25 26 26 26 26 26

0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 1

1 0 0 0 0 1 4.0 ％

141 140 137 138 134 134

5 4 0 5 1 15

4 1 1 1 1 8

△ 1 △ 3 1 △ 4 0 △ 7 △ 5.0 ％
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【参考】第２期計画（前計画）の実績及び合併時からの状況

純減数

①－② 純減数

③－②

108 103 5 4.6 % 43 29.5 ％

15 13 2 13.3 % 9 40.9 ％

35 25 10 28.6 % -2 -8.7 ％

158 141 17 10.8 % 50 26.2 ％

平成27.4.1～令和2.4.1までの純減実績

定員適正化計画
の見直し状況等

　平成27年4月1日から令和2年4月1日までの５年間の第3期定員適正化計画を定め、
実行し総合支所の部署編成の見直し等を行い、計画が達成できた。しかし、人口及
び財源が減少していく状況下では、更に踏み込んだ組織のスリム化が必要となるた
め、早期に機構改革を実施し、適正な組織に再編を図る。（計画期間中の見直しは
行っていない。）

公営企業等会計 23

特別行政部門

※参 考

191

純減率
H27.4.1

①
R2.4.1

② H17.8.1(合併時)
③

　合　　　計　　　141

特別行政部門　　　 13

(R2.4.1目標数値) 一般行政部門　　　 96

公営企業会計部門　 32

合　　計

22

一般行政部門 146

純減率

６


